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新相鉄ビルディングの空調設備
Air Conditioning EqulPment for Shin S6一丁etsu Building

The ShinSo一丁etsu Bui】ding.builton thewestsideplaz∂OfYokoh∂maStation

after5vea｢s of consl｢UClion wo｢k.is a m∂mmOth′mU付一PUrPOSe b山Idingwけh a

tot∂l†bor space of190.000m2.This building whichis used for mu帖f∂rious

PurPOSeS.i.e.′∂Saraけwaystation′∂ShopplngCenterembraclngadepartments†0re′

etc.emplovs∂∩∂ir conditioning svstem which fitsits char∂Cteristics besl.As the

ene｢!ヨy SOu｢Ce fo｢this ai｢condilionlng SVStem CltV gaS has been adopledin

COnSidertation of∂ir po=ution prevention.Foraircoollng.∂Steam turbine driven

Cenlt■ifugat｢ef｢i9e｢atlngmaChineand∂nabso｢pt10n｢ef｢ige｢atingmachine∂｢ejOintly

inst∂lled∂Sthevfeatu｢elowene｢gyconsumption.

l】 緒 言

ム立近郡市施設の大形化に什い,建築iiて帥【rfも人形化Lてきた｡

それと同時に同地に与える七をう草苧は人きなもグ)があるrニ.

特に公′L_ii二の【去り道真､省エネルギ【の間越などは巧▲瓜Lなけれ

ばならない｡

例えば,

(1)大ぅも汚三袈

(2)恍川燃料の制限

(3)朋同住宅に与えるちを壬繋

(4)水官官汚主柴

(5)騒～Ii二

その他,二､土地条†′いこからみチトわせて建築.設伯そのものを内イ舞

討しなければならない｡

新和j淡ビルディ ングは昭和48年11月20日に倍音兵丙□ilir凋発

計画のもとに開設されたものであるが,二のビルディ ングを

例にとり克之近の大形建築設仰=二ついて述べたい｡,

囚 背 景

横浜駅西口は昭和43年当時先任皇道+二にある-･つのターミナ

ルとして,またショッピングセンターとして‡i彰舶の･迩をた

どっでいた｡1日二平均40ノブ～50ノノの来i埠'存と年々20%ずつ膨

鮎する7充動客とを二､土体的,多角的に収谷するために､郡市fヰ

開発の-･瑞として名柄往｢,デパート,駅尉三小城放び銀行を統

ナナして190,000m2にもノ女,;ご超人形ターミナル ショリビングサ

ービスセンター ビルディ ングが計i叫された(図1J‥

‾更に今後,地一卜鉄索り人れにより-j二恕される£与荷の村人対

策も含め,熱源谷_旨tやそグ)7丁∫〔を淡克三しなければならなかっ

た(図2)｡.

(その場fナ,′ヱナ変乍E設怖放び締J′トー設備などの芥:芯も斤む.)

田 基本計画における問題点

大形建築を計Ⅰ句する場ナナに南巾する間定日の一一つに郡山施設

(上‾ド水道,電力,ガスなど｡)の供約プJがある｡

その他一丈の施設が小さい場ナナは′受益ポー負担の7月(別に従い,

設仰`を全額fi糾しなければならない｡また法規ffiりノ女びその地区

に及ぼす公害問題を巧▲慮に入れなければこの計画は成_J二しない(⊃

新和鉄ビルディ ングのように多目仰J人形ビルディ ングの場

杉本滋郎*

さ度辺秀己**

5占/クP()S〟〝/†Jエ0～0

〃//Jぐm/什七′∂れ～i占(ノ

ナナ,あらい♪る公′.Fテク)要素が含まれるので(飲食J■‡i,駅など)

充ご上二する汚り七三物門の処雌ん法などは討一州の帖点で十分各‾ノ川】i

との打′ナせが必要となって〈 る〔.

3.】 熱源方式i塞定の条件

ノヾ形建築i没仙を.汁【巾する暢′㌣,三けに熱棟i投イ掛二おいては従

米♂)郁‾心姓築設術の巧◆えノJ▲では柿々間～逝かあるぐ､

供給より人端処稚までを巧一えた場ナナ､人1〈汚染､水㌣ぎiメラ出さ,

上施■･■∴交池糊越,流動人Ilなどあらゆる｢如で検iけされなけれ
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rデパート軒娼街(Bり愚行･如鵬圭潤設デパート

t瓢舶全面改装を行なう｡

f駅施設(相模鉄道横浜駅)ホーム庖車場専用店舗箇地上

∃､5暗まで完成し第2期工事で哨まで駐車場の予定｡

r専門店舗街漫変電宝(B2),駅施設ホーム(2F)地上5階
tまで完成し.第2期工事で8階専門店釦予定｡

一転車場(B2)潮鳩舗簡(叫及び地下街周辺ピルヘの
t地下連絡乱

図l 新相鉄ビルディングのブロック別業務内容とその範囲

横浜駅西口地区再開発の一環とLて,商店街,デパート,駅舎をビルディング

内に統合Lた｡
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図2 新相鉄ビルディング年間冷暖房負荷 大規模な建物では,内

部発生熱量が大きく.冬季でも冷房が必要である｡また,暖房負荷は小さい｡

Fig.2 Coo=ng and Heat山9+oad

ばならない｡新相鉄ビルディングのような多目的ターミナル

ショッピング ビルデイングでの冷暖房負荷変動は.収容人員

と照明とによってもたらされ外気によるものは約20%ぐらい

にしかならないので当然冬季冷房の必要がある｡また,熱源

設備もその負荷に対応できるものが要求され,そのためには

流.動人員の調査,季節別負荷変動などあらゆる面からの調査

を行ない経済的熱源負荷の配分機器の稼動性を検討しなけれ

ばならなかった｡

3.2 熱源方式の比き較

上記の条件を満足させるため検討し立案されたのが表1～3

に示したものである｡そして各々横浜駅西口の立地条件と合

わせ検討された｡当時(昭和43年)としては,まだ都市ガス

を使用する熱源方式は一般化されておらず,電動ターボとボ

イラを使用する方式が多かった｡新相鉄ビルディングとして

も例外でなく,第1案で検討された｡

ところが,熱源設備にかかる電力量は15,000kWになり地域

的に新たに送電ルート(60,000V)を布設する必要があー),

この場合,受益者負担の原則に従わぎるを得ず,その費用は

膨大な金額となった｡そこでオンサイト エネルギーの熱源方

式が対象となり,第2案,第3案が検討されるようになった｡

第2案の場合,電力の軽減にはなったが重油に対する新た

な問題が提起された｡公害問題もさることな､がら,膨大な使

用量に対する貯蔵及び補給の問題が大きなウエイトを占め

るようになった｡地域的にみて200,000ほ貯蔵する｢設備,

消防法+並びに｢道路交通法+などによる制約,大気汚染に

対する脱硫装置の建設費などを比較して第1案を上回るメ】j

ットは見いだせなかった｡

そこで当時としては,大形ビルディング熱源エネルギーと

して利用されていなかった都市ガスによる冷暖房システムが

検討された｡従来,都市ガスが冷熱き原エネルギーとしてあま

r)利用されなかったのは,重油に比べ低カロリーのため割高

な面にあった｡しかし,割高な面を除けば供給側の体制と少

しずつではあるがカロリーアップなどにより経済性の面から
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も改善される方向に向かっていた(天然ガス代とカロリーア

ップのための中庄管布設計画が実施されつつあった)｡そのう

え,割高な料金も公益事業体である電力と同じく,季節割引

料金を要求すること及び冷専用熟手原システムとしてトッピン

グ方式(背圧蒸気タービン駆動ターボ冷i東機と吸収式冷i束機

との組合せ)を採用することにより単位冷i束能力当たりの蒸

気消費量を軽減して省エネルギー化を図り経済面でも電力料

金と比較できるところまでこぎつけたのである｡また,使用

料金の外に建物としては電力及び重油を使用する場合に占有

を予想される施設面積を外に利用できると言うメリットもあ

る｡そこで種々試算の結果,都市ガスが?令熱源エネルギーと

して採用されることになった(表l～3参照)｡

【l 機器の決定

負荷の変動調査の結果,1年中冷房を必要とし夏季最大全

負荷は6,000～9,500RTを要し,第1期の現在完工した部分

でも4,000～7,300RTを必要とする｡冬季でも最大冷房負荷

は,1,000～5,000RTの需要がある(図1,表4参照)｡

以上検討の結果,都市ガス利用による背圧スチーム タービ

ンターボ1,400RTに対し,吸収式冷i東機885RTX2台合計

3,170RTX3セットの組合せを採用した｡その場合の蒸気と

冷凍容量との関係は下記のようになった｡

タービン入口:18kg/cm2G飽和蒸気 同出口0.7kg/cm2G

吸収式人口:0.6kg/cm2G 同出口0.2kg/cm2G

i令?東 答 量:3,170RT(組合せ運転の場合)

16,300kg/h 5.15kg/h.RT

吸収式冷i束機:単独運転とした場合,

1,770RT16,300kg/h 9.2kg/h.RT(表4参照)

同 日立ターボトッピング システム

5.一 叢気タービン駆動ターボ冷凍機と

吸l収式冷凍寸幾の組合せ

日立ターボトッピング システムは,既述のように,ボイラ

から供給される蒸気で背圧蒸気タービンを駆動し,その排気

によって,吸収式i令凍機を加熱するようになっており,また,

ターボ冷i東機と吸収式冷凍機で冷水を冷却するので,蒸気に

ついて,いろいろな方式が考えられる｡

(1)タービンから排出される蒸気は必ず吸収式冷?東機で消費

されなければならない｡この平衡を確保する方法は,

(a)タービン背庄を一定にするように,[吸収式冷凍機の蒸

気i充量を制御する方式(図3参照)｡

(b)タービン及び口及収式冷i束機の蒸気流量をそれぞれ,(ほ

ぼ比例的に)単独に制御し,両者のアンバランスをタービ

ンにバイパスする系路を設けて,調設する方式(図4参照)｡

(c)タービンの蒸気流量のみを制御し,吸収式冷凍機は,

タービン排気に対しては十分な能力を持つコンデンサ(凝

縮器)として作動するように調節(ほぼ最大能力の場合と

同一状態)する方式(図5参照)｡

に分類される｡

(C)の方式が,蒸気主管の系統に調節弁がないため,圧力損

失が小さいこと,制御方式が簡単なことなど,性能面,コス

ト面とも有利であるが,タービン排気量が′トさい場合に,タ

ービン背庄より下流が大気圧以下となる欠点がある｡日立タ

ーボトソビング システムでは,吸収式冷i東機の排出ドレンを

絞って蒸気?疑縮量をf成少させ,適当な圧力を維持するように

くふうして(c)の方式を手采用した(図5参照)｡

本設備の仕様は,表5に示すとおりである｡

ヽ亡.一

句
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5.2 機 器

(1)ターボ冷凍機

日立ターボトッピング システムは,ターボ冷i束機の受け持

つ容量が大きく,吸収式冷?東機の容量が小さし-ほど,熱効率

が直上する｡このためには,蒸気条件が高いか,タービン効

率か､高いか,ターボ冷i束機の効率が高くなければならない｡

既に述べたように今回のケースでは.

(a)蒸気圧は18kG/cm2G程度で余り高くない｡

(b)従来の一般的な組合せ比率1:2を大幅に改善し,

表l 熱源方式とエネルギー源対応 冷暖房の方式と,必要とするエ

ネル卓ゴーの供給方法を比較した｡

Tabl(= List of Heating and Cool山g Method

熱 源 方 式 熱 源 機 器 容 量 季節別

エネルギー源対応熱 源 内 容 冷/東機容量 ボイラ容量

電動駆動ターボノ令凍機と中庄 l,000RTXZ基 3kg/mTG

10T/`HX3基

夏季 電 力

蒸気ポイラ l′700RTX4基 冬季 重 油

背圧スチームタービン駆動タ

ーポ冷凍機と吸収式冷凍機の

組合せ高圧蒸気ポイラ

スチームタービン

】.00DRTX3基

吸収式

事.000RTX6基

19kg/cm⊇G

16T/H〉く3基

夏季

重油

都市ガス

冬季
重油

都市ガス

吸収式ノ令凍機と中庄蒸気

ポイラ
l.000RTX9碁

3kg/m-G

10丁/HX8基

夏季

重 油

都市ガス

冬季

重 油

都市ガス

案

第i案

第2箋

第3芽

1:1.3を採用した｡

(C)冷媒にフロン114を採用した｡(この冷媒は比較的,低い

王里論効率しか得られない｡しかし,より効率の高いフロン11

などの低圧冷媒は機器サイズが大きくなるので採用できない)｡

など,余l)有利でない条件があるので,タービン及び冷i東機

の機械効率はできるだけ高く しておく必要がある｡タービン

は,歯車盲成速4段衝動タービンで,1～2段の汎用小形ター

ビンに比べ大幅に効率が向上している｡

図6は三次元羽根車を用いた2段圧縮機と,エコノマイザ

表4 フ令暖房負荷 各時期に必要な負荷の計算値を示す｡

Table4 Coolin9and Heating Load

負 荷 内 容
ノ令 戻 負 荷 暖 房 負 荷

l 期 2 期 l 期 2 期

建物負荷(kcal/h) 2′50l,000 2.358′000 4.68l′000 l′178,000

人体負荷(kcal/h) 7′7tO′000 2′325,000

照明負荷(kcal/h) 5′6柑.000 l′463.000

機器負荷(kcal/h) l.455,000 464,088 456.000 153.000

外気負荷(kcai/h) 4,838′000 l′704′000 5.引2.000 l′629′000

負荷合計(kcal/h) 22′120′000 6.620.000 ll′229′000 2′960′000

熱 源 機 器 容 量
了,300RT 2,200RT 2l′710kg/h 5,690kg/h

9′500RT 27′400kg/h

表2 電力及び重油の地域的対応性と適合性 環境汚染とエネルギー供給の問題から,種々の条件に対Lて検討する必要がある｡

Tabl亡,2 Cha｢acto｢istics of Elect｢ic D｢iven and Oi】Fired System

エネ

電

ルギー)原 熟三原方式 エネルギー源供給側の地士或的)去的対応 エネルギーi原需要者側の需要量に対する適合性

力 第l案

l.地土或的にみて受電ルートに予備供給力がなし､ため,新たに 卜2.受電容量の増大から60′000V受電となり,新設ルート及び

60′000Vによる新設送電ルートを施設する必要が生じた｡ 引込みに対する受益者負担の割合が増大する(冷房動力を除け

2. 年間/令戻負荷需要の囁季節電力割引がない｡ ばf珠設送電ルートからの受電が可能〉｡

3.送電電圧に対応Lた受変電設備を受益者側が作らねばならな 3.60′000Vに対する受変電設備のスペース及び設備費の負担が

し､く 増大する｡

油
第2案

第3案

4･使用燃料(B重油又はA重油)の供給量は問題はないが,消費 4.立地条件からも当然屋内貯蔵で,Lかも屋内埋設Lなければ

量(Z5′000､-30′000//d)に見合う貯蔵量=週間-､10日間), ならず貯蔵量に見合うスペースの確保とン去規制に準拠Lた施設

貯蔵位置についての｢消防法+その他の規制がある., を考慮すると,建設費,設備費ともに増大する｡

5. また輸送供給方ン去についても過密地i或とLてのいろいろの規 5.立地条件から′特定時間帯若Lくは夜間の指定時問罵1に給〉由L,

制がある｡ 給油位置の関係(屋外,屋内とも)からも給油施設条件を完備

6.公害規制に準拠L低石罷藁燃料の供給力とその適合性が懸念さ Lなければならない｡

れた〔〕 6.脱硫装置を具備LたとLても期待するほどの効果はない｡地

士或的な対応からも設置するとすれば建設費(スペース)設備費,

維持費が増大するゥ

表3 都市ガスの地域的対応性と適応性 熱源コストは高くなるが,クリーンエネルギーとLて採用される場合が増加している｡

Tab帖3 Cha｢acto｢istics of Gas Fi｢ed System

Jレギ一三原 熱源方式 エネルギーi原供給側の地域的法的対応 エネルギー…原需要者側の需要量に対する適合性

すガス
第2案

第3案

l供給容量に対する供給ルートと供給庄の関係は地士或的に対応

性があり,中庄直接供給可能である｡

2.地主或供給計画ルート上にあるため,需要量に対する付設ルー

トの変更若しくは,負担増なL｡ただし,地区ガバナ施設スベ

-スを必要とする｡

3.貯蔵性はないが,防災上の規制,又は,施設を考慮する必要

がある｡

4.公害に対する影響もなく,供給側の供給規定以夕十法規制なL｡

l.電力,重)由と比重交L,中庄直]婁引込みについて支障をきたす

ものはなく,建設費,設備費ともに割安である｡

2.引込負担割合が敷地周辺以降のみとなるので.電力と対比し

割安である｡また,地区ガバナ施設スペース提供可能である｡

3.貯蔵性を必要とLないため,建設費,設備費ともに割安｡た

だし防災上の関係につし､ては供給側条件受入れ｡

4.重油と比較L,;去的(消防公害)規制がなく,価格体系を除

けば建設費が割安となる｡

エネ′

都下
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凝縮水

図3 ターボトッピング システムの構成(a方式) 吸収式冷凍機の

入口に蒸気制御弁を設けて圧力を制御する方式である｡制御弁の圧力壬員失だけ

全体効率が低下する｡

Fig.3 B】ock Diagram of Turboイoppトng System(a)

サイクルを才采用したHM-32形ターボ冷i束機である｡エコノマ

イザ サイクルは､凝結i器で凝縮した冷株の一 一部をェコノマイ

ザで蒸発させ,残りの冷媒液を冷+三l=ノ,蒸発した冷株を2段

めは三縮機にけ及収させるものであって,単投機に比べて約9%

効率が向_Lする｡また,2段圧縮機は単指圧縮機に比べて(同

和度の水準の羽根車を採川すれば)かなり高い効率が期待で

きる｡

5.3 吸収式冷凍弓幾

吸収式冷凍機は,-一一般ビル空調用などに多くの筆紙を持つ

HAU-D形標準形l吸収式冷?束機を- 一部変史したものである｡

図7は,その断両系統図であって,機内は,隔窄で上半の凝

締指詮,再生器と,‾F半の蒸発器,l吸収器に区分されたいわぃぉ

る単胴形になっている｡-一般には,本機のような1,000アメリ

カRT碓グ)大谷昌機では上半部と下･J卜部を別の日剛二収めたタ

イプのものが多いが,全体の高さが高くなり,完成状態での

搬人,逆搬が不可能となり,現地での組立が必要となる｡コ

スト上の不利だけでなく,高真空(漏れ許容量0.01cc/min以

卜)を椎持するためにも,現j易作業は望ましくない｡日立製

作叶は,馴郎勺スペ【スを崩‾効利鞘する方式や,熟応力を逃げ

蒸気

蒸気タービン

フロン114
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図4 ターボトッピングシステムの構成(b方式)

吸収式ノ令凍機を独立Lて運転できる｡

ターボ冷■凍機と,

Fig･4 B】ock Diagram of Turboイopping System(b)
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表5 日立ターボトッピングシステム機器仕様

受け持つノ令凍容量の割合が大きく,熟消費率が小さい｡

ターボ冷凍機の

Table5 Specification of HitachiTurbo一丁opp】∩9 System

項 目 仕 様

lセット当たり数量

(納入は3セット)

ポ イ ラ 水管式ボイラ16t/h,19kg/cmlG l 基

スチーム タービン l.170kW多段衝動タービン //

タ
ー

ボ冷凍機 フロンl川 HM-32l.400RT //

8及収式冷凍機 HAU-20D+ 885RT 2 基

冷 水 流 量 l,370mソh

ノ令水温度条件

吸収式冷凍機入口:120c

吸1扱式冷凍機出口:約8□c

ターボ冷凍機蒸発器出口:5¢c

る方式を開発し,1,300RT級まで単胴で製作し,普通に運搬

可能な寸法(高さ3,250mm)に収めている｡区18はその外観を

示すものである｡

l司 空調設備

6.1 系統区分

負荷の大半がラ充動する収容人員と照明負荷であることから

経済的に運転調整する必要上,ブロック別,業務別の各階別

に系統区分され,冷暖の対応はi令水,蒸気による4管方式が

採用され,季節に関係なく各系統の負荷の塵動に対応できる
ようにしてある｡

(1)Aブロリク

セントラル高速ダク

(2)Bブロック

セントラル高速ダク

フアンコイル方式:

(3)Cブロック

セントラル高速ダク

蒸気

蒸気タービン

吸収式冷凍機

一亡ご

ト方式:各階3系統 計27系統

卜方式:店舗系統 計8系統

ホーム冷房専用2系統

駅駐車場施設 計4系統

卜方式:各階5系統 第1期工事37系統,

各階6系統 第2期工事24系統

｢‾‾‾-‾叫‾--や
I l

呈フロン114

タ輔凍枚｢
l

__●J

冷水

凝縮水

区】5 日立ターボトッピング

⑤
l

⊥-→■.

蒸発器

システムの構成(c方式) 吸収式冷

′東機は調節せず,自然のバランスに任せる｡簡単で高効率が得られる｡

Fig･5 B10Ck Diag｢am o†HitachiTurbo一丁oppin9System(c)
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′∴≠＼

図6 l′400RT HM-32形ターボ冷凍機 相鉄ビルディング機械室に

据え付けた二状態を示す｡

Fig.6 Centrjfu9alRefrigerating Machine

(4)Dブロック

セントラル高速ダクト方式:地下1ド皆店舗用2系統

上記のはか換気を業務の用途別に区分し,各ブロックの地下

部分を1,000m2ごとに区分して排概昌を確付し,排煙ダクトと

しては通常の授与ミグクトを利川した｡

6.2 自動制御設備

中央監視磐により熱源機器空調音詩の逆転を監視し,各ボイ

ラ及び冷i束機を各機側盤によリコントロールする｡各系統別

の冷水流量を計測し,ポンプのfi数制御を行ない動力の節約

を阿っている｡
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冷水
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図了 吸収式冷凍機の説明図 大容量まで単胴形とし,搬入後の湖丘二

作業のないのが特長

Fig.7 SeotionalDiagram of AbsorptK)n Ref｢ige｢atlng maChine

図8 885RT HAリー20形吸j収式冷凍機

据え付けた状態を示す｡

Fig.8 Abso｢pt10n Ref｢ige｢ating Machine
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相鉄ビルディング機械室に

各空.調器の制御は空気式で,f令水及び蒸気を二方弁により

?温湿度コントロールを行なっている｡各ヨモ調器の稼動,侍_1ヒ

はブロック別ダイアグラムにより行ない,排煙に関しては防

災センタM盤と連係し排煙区L叫のフアン発停ダンパ動作が防

災グラフイ ソク豊富にフリッカ表示される｡

6.3 都市ガス設備

熱源エネルギーとして任用される中圧都市ガスは,前記C

ブロック熱源機1城宇(B2F)の地域ガバナ三毛内に設置され,屋

外よりの導入管は緊急しゃ断弁を経由Lガバナち車内にて降良三

された後,熱i偵用は直接高圧ボイラへ, 一般都巾ガスは帆柱

ガバナを絶て 一般店舗のガス音詩具に,地域供給用は屋外本管

に接続される｡

防災上の対‾策として,ガス漏れ感知器をガバナ1ミ,ボイラ

宅及び熱i原三三にそれぞれ設置して中央監視去防災センターに

ミ古宇報表ホを行ない,ガス供給所など(東京_虹斯株式会社横言兵

営業f叶を含む)に緊急連絡ができるようになっている｡

B 結 言

新和鉄ビルディ ングの計睡jを省みて,今後ますます大形化

するであろうろ至近物と都市施設負荷需要の増大は,地1或的,

社会的公害の要因もさることながら,国家的なエネルギー丁原

及び公害間是馴二村九仁してノ考慮されなければならない｡

冷熱さ原として従来は電力が主体であったが,代替エネルギ

ーとしての郡了†了ガス利用もまた重要な意義を持つものである｡

また,今まであるがままにエネルギーの浪帝をした時代は去

り,資源節約の時代へとエネルギー間是引ま発想の転枚を迫ら

れており,新相鉄ビルディングのような大形ビルディングが,

現在当面している問題をある形で解決した現在,その結果が

適正であったかどうか今後の解答が行たれる｡

終わりに,株式会社松田-､ドロ坂本設計事務所の増田先生を

はじめ関係各イ正に深く謝意を表わす次第である｡
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